
● 基⾦基準の趣旨に沿った合理的な保有割
合の算定⽅法・積算根拠に基づいた⾒直し
が⾏われているか。

● 多額の国費を託する基⾦設置法⼈による
事業の適正性は充分に確保されているか。

①省エネルギー設備導⼊促進基⾦
（国内排出削減量認証制度活性化事業、温室効果ガス排出
削減量連動型中⼩企業グリーン投資促進事業）

②住宅⽤太陽光発電導⼊⽀援対策基⾦
（再⽣可能エネルギー発電設備等導⼊促進⽀援対策事業）


